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 算出⽅法と結果分析1 
 

2022 年 8 ⽉ 
 

三浦まり†、 ⽵内明⾹‡  
       

はじめに 
 

スイスに拠点を置くシンクタンク、世界経済フォーラム（WEF）が 2022 年 7 ⽉に公表したジ
ェンダー平等度の指標「グローバル・ジェンダー・ギャップ指数」（GGGI）で、⽇本は 116 位
と依然として世界最低レベルであることが⽰された。このジェンダー・ギャップ指数は⽇本社
会で広く知られ、⽇本の男⼥格差を改善すべく各種取り組みを促す効果を有している。 

世界経済フォーラムのジェンダー・ギャップ指数では⽇本の平均値が表されているが、⽇本
において地域差は決して⼩さくなく、また地⽅レベルでの取り組みも重要であることから、「地
域からジェンダー平等研究会」を⽴ち上げ、都道府県を単位としたジェンダー・ギャップ指数
を算出することとした。本研究会は三浦まり（上智⼤学法学部教授）、⽵内明⾹（上智⼤学経済
学部准教授）、共同通信によって組織され、三浦が指標の選定、⽵内が統計処理、共同通信が事
務局を担った。算出結果は３⽉８⽇の国際⼥性デーでの報道が可能になるよう、2022 年 2 ⽉に
共同通信から加盟社に共有され、50 社前後の加盟社で報道された。地⽅紙を中⼼に都道府県ご
とのジェンダー・ギャップの特⾊が⼤きく報じられたことで、今後の取り組みに反映されるこ
とを期待したい。 

本稿では、「都道府県版ジェンダー・ギャップ指数」がどのような理論的背景より開発された
ものであるのか、いかなる統計処理をおこなったのか、そして 2022 年の算出結果をどのように
解釈すべきかについて論じる。指数算出に⽤いたデータおよび算出結果は共同通信の特設サイ
トにて全て公開しているが、本稿ではさらに詳しい統計データを⽰すことで今後の検討課題を
浮かび上がらせたい2。 

都道府県版ジェンダー・ギャップ指数は、「政治」「⾏政」「教育」「経済」の４分野につい
て、都道府県別・男⼥別のデータがある統計から 2８の指標を選択している。世界経済フォーラ
ムは「経済」「教育」「健康」「政治」の４分野だが、健康に関しては医療⽔準が⾼い⽇本では都
道府県格差が少ないため 2022 年度の試算値では除外している。「⾏政」は、住⺠に⾝近な地⽅

                                                       
1 ありうべき誤りは、すべて筆者たち個⼈に属する。  
† 上智⼤学法学部 miura-m@sophia.ac.jp 
‡ 上智⼤学経済学部 asuka.takeuchi@sophia.ac.jp 
2 共同通信の公開サイトは以下である。データはここからダウンロード可能である。
（https://digital.kyodonews.jp/gender2022/paid.html） 
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⾃治を⽴案・執⾏する現場であり、そこでジェンダー平等を実現することは、共同通信加盟紙
から発信する「地域からジェンダー平等」の趣旨に合うものとして採⽤した。 

第１節において、ジェンダー平等を測る指数が様々に存在するなか、世界経済フォーラムの
ジェンダー・ギャップ指数はどのような特徴を持つのか、また過去に算出された国内版のジェ
ンダー・ギャップ指数について述べる。このことを踏まえ、第２節では地域からジェンダー平
等研究会が算出した都道府県別ジェンダー・ギャップ指数ではどのような改良を⾏ったかにつ
いて論じる。第３節では、指数の算出⽅法および試算値についてについて解説を⾏う。まず、
各分野の選択と、分野に含まれる項⽬、算出⽅法について解説し、その後、試算値をもとに、
項⽬ごとの相関関係、指数の記述統計量、⼥性値と男性値を紹介する。第４節では都道府県ご
との４分野における算出結果を紹介し、地域格差に関する分析を⾏う。本⽂に含まれていない
公表データは Appendix に記載している。 
 
１． ジェンダー平等を測る指数 

現在、様々なジェンダー平等の指標が開発され、国際⽐較、分野間⽐較、経年変化を計測
し、政策提⾔につなげている。国連開発計画の⼈間開発指数およびジェンダー不平等指数、世
界経済フォーラムのジェンダー・ギャップ指数、欧州ジェンダー平等研究所のジェンダー平等
指数、コンサルティング会社のマッキンゼー・グローバル・インスティトュートのジェンダ
ー・パリティ指数、国際 NGO のソーシャル・ウオッチのジェンダー平等指数、『エコノミス
ト』誌の調査部⾨であるエコノミスト・インテリジェンス・ユニットの⼥性の経済機会指数な
どがある。これらの指数はジェンダー平等や⼥性のエンパワーメントの進展具合を複数の指標
において計測し、国のランキングを公表することで、より良い公共政策を促すことを⽬的とし
ている。 
 ジェンダー平等について注⽬が集まっている背景には、性差別が残存する組織や社会におい
ては進歩が阻害されるという認識が広がっていることがある。性差別があるということは、⼈
⼝の半分の才能を活かせていないということであり、熟練労働者の不⾜に陥り、経済成⻑の⾜
かせとなるであろう。多様性がある組織の⽅がイノベーションにつながり、またリスク管理⾯
でも優れているという認識も広まりつつある。つまり、性差別は組織、経済、国、社会全体の
進歩を妨げる⼀因なのである。⼀⽅、⼈権の観点からも⼈権侵害である性差別は当然に撤廃す
べきであり、また⼥性の経済的⾃⽴や政治・社会参画が実現しないと、⼥性が潜在能⼒を開花
させることが妨げられるという意味で問題を孕んでいる。 

本稿が主に注⽬する世界経済フォーラムは経済成⻑の観点からジェンダー・ギャップを 2006
年より算出し、経年変化を記録している。世界的にも最も参照される指標といえよう。政策決
定者だけではなく、市⺠社会組織や学術、メディアにおいても頻繁に参照されている。これは
「経済」「教育」「健康」「政治」の４分野において男⼥間の格差を計測し、０が完全不平等、１
が完全平等を⽰す指数として算出されている。 

図表 1 は G７諸国の総合指数の経年変化を表したものである。2022 年の⽇本の総合指数は
0.650 で、146 カ国中 116 位と先進国では最低レベルであるが、それだけではなく 2006 年以降
指数がほとんど変化なく横ばいとなっている。つまりは、適切な公共政策によってジェンダ
ー・ギャップを改善させることが可能であるにもかかわらず、⽇本はそれを怠ってきたことが
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浮き彫りとなっている。 
 
 

図表 1 G７諸国のジェンダー・ギャップ指数（総合指数の経年変化） 

 
出典：『共同参画』2021 年 5 ⽉号 

（https://www.gender.go.jp/public/kyodosankaku/2021/202105/202105_05.html） 
 
 
ジェンダー・ギャップを議論する際には３点ほど留意すべきことがある（Sharma, Chawla, 

and Karam 2021, Global Gender Gap Report 2022）。第⼀に、ジェンダーギャップ（男⼥格差）

と経済／医療／教育の⽔準
．．

は異なるということである。男性の教育・経済機会が低い地域で
は、男⼥格差も⽐較的⼩さくなる傾向にある。経済⽔準が⽇本よりも低い国がジェンダー・ギ
ャップ指数では⽇本よりも遥かに⾼いことは不思議なことではないのである。都道府県版ジェ
ンダー・ギャップ指数においても、男性の教育・経済機会が低い県においてジェンダー・ギャ
ップが⼩さいことが観察された。地域によって産業構造が異なり、産業ごとに男⼥格差が異な
ることが、ジェンダー・ギャップの指数として表出される。このことは、ジェンダー・ギャッ
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プ解消とともに、地域・産業格差の解消も重要であることを意味している。 
第⼆に、ジェンダー・ギャップ指数は実態（アウトカム）を測定するものであり、政策（ア

ウトプット）ではない点である。実態（アウトカム）を規定するものとしては、政策（アウト
プット）のほかに、意識・態度といった⽂化的規範もまた重要である。政策（法律）を測るも
のとしては世界銀⾏の「⼥性・ビジネス・法」報告書があり、⽂化的規範を測るものとしては
OECD の S I G I（社会制度とジェンダー）指数がある。世界経済フォーラムのジェンダー・ギ
ャップ指数も都道府県版のジェンダー・ギャップ指数も実態（アウトカム）を捉えるものであ
ることを認識した上で、実態の改善に向けた政策の開発や意識啓発につなげていく必要があ
る。 

第三に、ジェンダー・ギャップと⼥性のエンパワーメントは異なる点である。例えば、男⼥
格差は⼩さいが⼥性のエンパワーメントも低いという状況や、男⼥格差は⼤きいが⼥性のエン
パワーメントは相対的に⾼いという状況もありえる。これは前述のように、⽔準ではなく格差
を計測していることからくる特性である。データを解釈するには⼗分に留意する必要がある。 

では、ジェンダー・ギャップを計測するという⽬的から、いかなる指標を組み⼊れるべきだ
ろうか。世界経済フォーラムでは経済では就業率、賃⾦、管理職・役員、（⾼賃⾦な）専⾨職・
技術職の男⼥格差、教育では識字率、初等・中等・⾼等教育における就学者のそれぞれの男⼥
⽐3、健康では出⽣児および平均寿命の男⼥⽐、政治では国会議員（下院）、閣僚の男⼥⽐および
⼥性⾸脳の就任期間割合を計測している。これらの指標に沿ったデータを⼊⼿する際には、そ
の統計データが信頼でき、かつ経年変化を測定できるものである必要がある。世界経済フォー
ラムでは ILO、ユネスコ、W H O、列国議会同盟などの国際機関が公表するデータを主に⽤い
ており、それらは概ね各国政府が集計する統計データである。さらに世界経済フォーラムの独
⾃データとして、男⼥の賃⾦格差（国連開発計画の⼿法を⽤いて世界経済フォーラムが算出）
および類似労働における男⼥賃⾦格差（企業幹部へのサーベイ調査）がある。後者のデータの
信頼度については議論の余地があるところである。 

 
国内版のジェンダー・ギャップ指数 

⽇本において都道府県のジェンダー格差を可視化する試みは過去にいくつかなされている。
例えば、2010年に東北⼤学⼤学院経済学研究科吉⽥浩教授ら東北⼤学グローバルＣＯＥ（グロ
ーバル時代の男⼥共同参画と多⽂化共⽣）の研究グループが⽇本の全都道府県の男⼥平等度指
標を測定し、ランキングを公表した（吉⽥ 2010）。これはノルウェー統計局の男⼥平等度指数
の推計⼿法を⽤いたもので、教育、労働参加、賃⾦、議員に関する６つの指標を⽤いている。 

2013年には佐賀県男⼥共同参画センター（アバンセ）が都道府県相互の⽐較参照のために新

                                                       
3 2022 年のジェンダー・ギャップ指数ではそれぞれの教育レベルにおける就学者の男⼥⽐では
なく、男⼥それぞれの⺟集団における就学者数を算出し、その男⼥⽐を算出している。算出⽅
法が変化したのは元のデータのユネスコがそのように⽅法を変えたからである。したがって厳
密にいえば教育については 2022 年の前後では⽐較ができない。なお、都道府県版ジェンダー・
ギャップ指数では⼤学進学率の算出は男⼥それぞれの⺟集団（中卒⼈⼝）における⼤学進学率
を算出しており、2022 年以降のジェンダー・ギャップ指数と同様の算出⽅法である。 
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指標の調査を⾏い、専⾨課題調査研究事業報告書を発出している（吉岡・原 2014）。ここで
は、経済、教育、健康、政治、⽣活の５分野15指標を⽤いている。⽣活には意識調査も含めて
おり、アウトカム指標とはなっていない。対象は九州を中⼼とした10県である。 

2015年には松井滋樹が教育、地⽅政治、地⽅公務員、⺠間企業、条例計画の５つの項⽬につ
いて都道府県の状況を偏差値化している（松井 2015）。松井の試算でもアウトプットである条
例計画を指標に取り込んでおり、アウトカム指標に特化していない。 

2022年には九州経済連合会が九州におけるジェンダー・ギャップを可視化する⽬的で「九州
ジェンダー・ギャップ指数」の開発に着⼿した。世界経済フォーラムと同様の指標を⽤いて、
国内の11のブロックごとの指数を算出している4。今後は企業別の「九州企業ジェンダー・ギャ
ップ指数」を策定するとのことである。 

朝⽇新聞も2022年の国際⼥性デーに合わせて都道府県単位のジェンダー・ギャップを可視化
した5。吉⽥浩教授の助⾔のもとに計算しており、先の東北⼤学の研究チームが⽤いたものと同
様のノルウェー統計局の⼿法に基づいて、政治、経済、健康、教育の４分野12指標を対象とし
指数を算出した。さらに都道府県を指数順に上位から下位まで４段階に分け、レーダーチャー
トを作成している。共同通信が作成したレーダーチャートは指数に基づくが、朝⽇新聞のもの
は各都道府県の相対的な地位を⽰している。 

さらに2022年の「⼥性活躍・男⼥共同参画の重点⽅針2022」（⼥性版⾻太の⽅針2022）には
都道府県ごとの男⼥共同参画の状況を分野横断的に可視化することが盛り込まれた6。 

このように都道府県ごとのジェンダー・ギャップの状況を可視化する試みは何度かなされて
おり、関⼼の⾼さが窺える。政治、経済、教育はどの指数でも取り上げているが、健康、⽣活
は盛り込まれる場合とそうでな場合に分かれる。また、純粋にアウトカム指標としている場合
とそうではない場合とがあった。これらの指数と⽐較して、地域からジェンダー平等研究会の
都道府県版ジェンダー・ギャップ指数はどのような特徴を持つのかを以下で説明していこう。 

 
 
２． 都道府県版ジェンダー・ギャップ指数の４分野と各項⽬について 

 
地域からジェンダー平等研究会が 2022 年に指数化を試みた都道府県版ジェンダー・ギャップ

指数は、世界経済フォーラムの⼿法を踏襲しつつ、いくつかの点で独⾃の指標を組み込んでい
る。本節では都道府県版ジェンダー・ギャップ指数がいかなる理由からどのような指標で構成
されるものなのかを説明する。 

本指数では、「政治」「⾏政」「教育」「経済」の４分野の 28 項⽬のデータを⽤いて算出してい

                                                       
4 結果のプレスリリースは以下を参照
（https://www.kyukeiren.or.jp/files/topics/achieve/22030709075021.pdf）。 
5 「『おまえは何を⾔ってるだ』⾒える化した男⼥格差 ⽴ちはだかる無尽」朝⽇新聞 2022 年 3
⽉ 8 ⽇（ 

https://digital.asahi.com/articles/ASQ377V40Q32ULEI002.html?iref=pc_ss_date_article）。 
6 https://www.gender.go.jp/kaigi/danjo_kaigi/siryo/pdf/ka67-s-2.pdf 
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る。世界経済フォーラムは「健康」を４分野の１つとしているが、都道府県版ジェンダー・ギ
ャップ指数は「健康」を落とし、「⾏政」を組み込んだ。「健康」分野では、⽇本の場合、出⽣
児および平均寿命の男⼥⽐に地域格差が⼩さいこと、また⼥性の健康については男⼥格差では
なくその⽔準を基準として地域差を算出する必要が⾼いと考えるからである。⽣理、妊娠、出
産、マタニティケア、中絶、乳がん・⼦宮がん検診については男⼥格差として測定することが
できないが、⼥性の健康を考えた際には極めて重要な指標である。また、⼥性への暴⼒につい
ても、相談窓⼝、D V 防⽌センター、シェルターや婦⼈保護施設の数や職員数また予算規模な
どを⽐較する必要があるだろう。これらについてはジェンダー・ギャップという視点ではな
く、⽔準そのものを⽐較するべきでる。 

健康に代わって都道府県版ジェンダー・ギャップ指数が注⽬したのが「⾏政」である。⾏政
分野におけるジェンダー・ギャップは都道府県単位で計測が可能であり、また⾏政の努⼒が⽐
較的ストレートに指数に反映されやすい。⾏政におけるジェンダー・ギャップ解消は経済、政
治、教育への波及効果も⾒込める。このような理由より⾏政を含めることにした7。 

以下では、分野の選択理由をはじめ、分野内の項⽬のいくつかを、特に⽇本独⾃の特徴を取
り⼊れた点を中⼼に解説していく。 

4 分野に含まれる、各項⽬の出所、⼥性値と男性値の算出⽅法の詳細については、図表 2 から
図表 5 に記載している。出所などの基本情報は図表にまとめられているが、その中で、注意す
べき項⽬のみ表の下部に抜粋している8。 

 
 

政治分野 
⼥性が男性と対等に政治参画できていない状況は、社会において性差別が残存することが⼀

因である。他⽅で、政治への男⼥均等の参画はジェンダー平等に不可⽋なものである。例え
ば、意思決定に⼥性が少ないと、ジェンダー平等政策の実現を損ねる決定が採⽤される可能性
が⾼い。また、⼥性政治リーダーの少なさは、次世代⼥性のロールモデルが限定的になること
も意味する。 

政治分野全体のジェンダー・ギャップを捉えるため、基本的に各都道府県の住⺠が選挙で選
んだ議員や⾸⻑のデータを収集した。国会議員は、衆議院は⼩選挙区、参議院は選挙区選出を
集計し、⽐例代表選出や⽐例復活は含まないこととした。世界経済フォーラムは「直近 50 年の
国家元⾸の在任年数の男⼥⽐」を指標としているが、「都道府県知事への⼥性在職年数」は⽇本
の実情に合わせ、沖縄を除く 46 都道府県は 1947 年４⽉の地⽅⾃治法施⾏後、沖縄は 1972 年５
⽉の返還後とした。 

また都道府県版ジェンダー・ギャップ指数では⼥性ゼロ議会の割合も含めた。⼥性ゼロ議会
が１つもないことを指標「１」とし、ゼロ議会が多いほど指数が低くなるよう計算している。
詳細は、後述の図表 2 を参照のこと。 

                                                       
7 アバンセの調査報告書では県審議会の男⼥⽐を「政治」分野に含めて算出している。 
8 共同通信のウェブサイト https://digital.kyodonews.jp/gender2022/paid_data でも、出所の⼀
覧を掲⽰している。 
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図表 2 政治分野の項⽬の⼥性値と男性値 
 

項⽬ ⼥性値 男性値 出所 備考 
衆参両院選挙区 衆参両院⼥ 衆参両院男 共同通信選挙デ

ー タ ベ ー ス
(2022 年 1 ⽉ 1
⽇時点) 

参 院 の 合 区 選
出議員は、すべ
て ⾃ 県 選 出 議
員として扱う 

都道府県議会 都道府県議⼥ 都道府県議男 内閣府男⼥共同
参画局(2021 年
8 ⽉ 1 ⽇時点) 

出典元では「総
数」「うち⼥性
数」となってい
るため、総数―
⼥ 性 数 ＝ 男 性
数 と し て 便 宜
的に計算 

市区町村⻑ 市区町村⻑計⼥
性 

市区町村⻑計男
性 

全国市⻑会、全
国町村会への共
同通信による取
材(2022 年 1 ⽉
1 ⽇時点) 

 

市区町村議員 市区町村議員⼥
性計 

市区町村議員男
性計 

総務省「党派別
⼈員調べ」 
2020 年 12 ⽉ 31
⽇時点 

 

⼥性在職議会 市町村数-⼥性
ゼロ議会数（⼥
性在籍議会数） 

市町村数（男性
在籍議会数） 

総務省「党派別
⼈員調べ」、内閣
府男⼥共同参画
局(2020 年 12 ⽉
31 ⽇時点) 

(A) 

都道府県知事在
職年数 

⼥性知事在職年
数計 

⺟数の年数-⼥
性知事在職年数
計 

全国知事会「知
事 フ ァ イ ル 」
(2022 年 1 ⽉ 1
⽇時点) 

(Ｂ) 

(A) ⼥性ゼロ議会数については、⼥性ゼロの議会数を市区町村ごとにカウントし、⼥性が在職している議会 
数を⼥性値とした。男性値は、男性が在職する議会は全議会なので、市町村の議会数を使⽤している。 
本データは⼥性議員の⼈数ではなく、議会数であることに注意されたい。 

(B) ⺟数の年数として、沖縄は４９年、そのほかの都道府県は７４年を⽤いている。男性の在職年数は、⺟数の
年数から⼥性在職年数をひいて算出した。 
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⾏政分野 
住⺠に⾝近な地⽅⾃治の⽴案・執⾏における男⼥均等の参画はジェンダー平等に不可⽋であ

る。⾏政が率先してジェンダー平等に取り組むことで、⺠間の変化を促すことが可能であり、
「経済」分野への波及効果があると考えられる。また、審議会等への⼥性参画が進むことによ
り、ジェンダー平等の取り組みが促され、政治参画も進み、結果として、「政治」分野への波及
効果も存在すると考えられる。⾏政は、知事や市区町村⻑が本腰を⼊れれば、スピード感を持
って変えられる分野といえる。 

⾏政の項⽬では、内閣府が都道府県対象に毎年実施している「地⽅公共団体における男⼥共
同参画社会の形成⼜は⼥性に関する施策の推進状況」の結果から、都道府県や市町村9の管理
職、審議会委員、採⽤に占める⼥性割合などを幅広く抽出した。防災会議はジェンダーの視点
が重要であるため、都道府県、市町村とも指標とし特出ししている（それぞれ内数として調整
済み）。最後に、都道府県の管理職の⼥性割合は教育委員会の管理職含む数値、地⽅⾃治法 180
条の 5 の委員会に占める⼥性割合は教育委員を含まない数値とした。経済分野で後述するが地
⽅公務員の男性の育児取得率についても⾏政に含めている。 
 

図表 3 ⾏政分野の項⽬の⼥性値と男性値 
 

項⽬ ⼥性値 男性値 出所 備考 
都道府県防災会
議委員数 

都道府県防災会
議⼥性委員数 

都道府県防災会
議委員総数-都
道府県防災会議
⼥性委員数 

内閣府男⼥共同
参画局(2021 年
4 ⽉ 1 ⽇時点) 

 

都道府県審議会
委員 

都道府県審議会
委員延⼥性委員
等数 

都道府県審議会
委員延総委員等
数-都道府県審
議会委員延⼥性
委員等数 

内閣府男⼥共同
参画局(2021 年
4 ⽉ 1 ⽇時点) 

（A） 

市町村防災会議 市町村防災会議
⼥性委員数 

市町村防災会議
総委員数-市町
村防災会議⼥性
委員数 

内閣府男⼥共同
参画局(2021 年
4 ⽉ 1 ⽇時点) 

 

市町村の審議会
委員 

市町村審議会⼥
性委員数 

市町村審議会総
委員数-市町村
審議会⼥性委員
数 

内閣府男⼥共同
参画局(2021 年
4 ⽉ 1 ⽇時点) 

（B） 

都道府県職員育
休取得率 

育児休業取得率
⼥性 

育児休業取得率
男性 

総務省「地⽅公
共団体の勤務条

（C） 

                                                       
9 ⾏政分野において市町村とあるのは全て特別区を含むものである。 
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件調査」 (2020
年度) 

 都道府県の管
理職の男⼥⽐  

都道府県の管理
⼥性職数 

都道府県の管理
職総数-都道府
県の管理⼥性職
数 

内閣府男⼥共同
参画局(2021 年
4 ⽉ 1 ⽇時点) 

（D） 

都道府県庁採⽤
(⼤卒程度)の男
⼥⽐ 

都道府県庁採⽤
(⼤卒程度)の⼥
性数 

都道府県庁採⽤
(⼤卒程度)の総
数-都道府県庁
採⽤(⼤卒程度)
の⼥性数 

内閣府男⼥共同
参画局(2021 年
4 ⽉ 1 ⽇時点) 

 

市町村の管理職 市町村管理職総
⼥性 

市町村管理職総
数-市町村管理
職総⼥性 

内閣府男⼥共同
参画局(2021 年
4 ⽉ 1 ⽇時点) 

 

都道府県第１８
０条委員会 

都道府県第 180
条委員会⼥性委
員数 

都道府県第 180
条委員会委員総
数-都道府県第
180 条委員会⼥
性委員数 

内閣府男⼥共同
参画局(2021 年
4 ⽉ 1 ⽇時点) 

（E） 

(A)都道府県審議会委員延総委員等数から、内数である都道府県防災会議委員総数を引いたものを、都道府県
審議会委員延総委員等数として使⽤した。また、都道府県審議会委員延⼥性委員等数についても、都道府県
防災会議⼥性委員数を引いた値に置き換えている。 
(B)市町村審議会総委員数は、内数である市町村防災会議総委員数を引いたものに置き換えている。市町村審
議会⼥性委員数も同様に、内数である市町村防災会議⼥性委員数を引いた値に置き換えた。   
(C) 令和２年度中に新たに取得可能となった職員を分⺟とし、令和２年度に新たに取得した者を育児休業
取得者数として、男⼥別に取得率を計算している。したがって、1 を上回る可能性がある。男性値÷⼥性値で
計算している。 
(D) 都道府県の管理職総数は、内数である教育委員管理職を除いたものに置き換えた。都道府県の管理⼥性
職数についても、内数である教育委員管理職⼥性を引いた値に置き換えている。 
(E)都道府県第 180 条委員会委員総数は、内数の調整をおこない教育委員総数を引いた値に置き換えている。
都道府県第 180 条委員会⼥性委員数も、内数の教育委員⼥性⼈数を引いた値に置き換えている。 

 
 

教育分野 
教育は未来を左右する重要な分野で、教育機会の男⼥平等はジェンダー平等に不可⽋であ

る。また、教育という職種で役員にあたる校⻑・管理職に⼥性が少ないと、⼥児の職業上の可
能性を狭めると考えられる。結果として、「経済」「政治」「⾏政」への波及効果が⽣じるであろ
う。さらには、校⻑・管理職や教育委員会に⼥性が少ないと、性教育を含むジェンダー平等教
育やハラスメント対策の実施にも影響するといえる。 

教育分野の項⽬の 1 つである進学率は、世界経済フォーラムは初等・中等・⾼等教育就学率
の男⼥⽐を指標としているが、⽇本でこれらの項⽬は都道府県差が出るものではないため、⼤
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学進学率の男⼥差を採⽤した。ただ、⾼校所在地の都道府県で統計を取っているため、⽣徒が
居住する都道府県における進学率とは異なる点に留意が必要である。 

学校の管理職は⾼等教育になるほど⼥性が少ない傾向があり、トップの校⻑はさらに少な
い。そこで「⼩学校の校⻑」「中学⾼校の校⻑」の⼥性割合を特出しした。その他の管理職は
「⼩中⾼校の副校⻑・教頭の割合」にまとめた。最後に、教育⾏政は近年、わいせつ教員への
対応や学校でのハラスメント対策といったジェンダーに関わる課題が⼭積していることに鑑
み、都道府県教育委員会委員と教育委員会事務局管理職の⼥性割合も教育の指標に採⽤してい
る。 

 
 

図表 4 教育分野の項⽬の⼥性値と男性値 
 

項⽬ ⼥性値 男性値 出所 備考 
⼤学進学率 ⼤学進学者数⼥

性/中学等卒業
者数⼥性 

⼤学進学者数男
性/中学等卒業
者数男性 

⽂部科学省「学
校 基 本 調 査 」
(2021 年 5 ⽉ 1
⽇時点) 

(A) 

都道府県教育委
員の委員数 

教育委員⼥性 教育委員総数-
教育委員⼥性 

内閣府男⼥共同
参画局(2021 年
4 ⽉ 1 ⽇時点) 

 

都道府県教育委
員の管理職 

教育委員管理職
⼥性 

教育委員管理職
-教育委員管理
職⼥性 

内閣府男⼥共同
参画局(2021 年
4 ⽉ 1 ⽇時点) 

 

⼩学校の校⻑ ⼩学校校⻑⼥性 ⼩学校校⻑男性 ⽂部科学省「学
校 基 本 調 査 」
(2021 年 5 ⽉ 1
⽇時点) 

 

中学⾼校の校⻑ 中学校校⻑⼥性
+⾼校校⻑⼥性 

中学校校⻑男性
+⾼校校⻑男性 

⽂部科学省「学
校 基 本 調 査 」
(2021 年 5 ⽉ 1
⽇時点) 

 

⼩ 中 ⾼ の 役 員
（副校⻑教頭） 

教頭⼥性+副校
⻑⼥性 

教頭男性+副校
⻑男性 

⽂部科学省「学
校 基 本 調 査 」
(2021 年 5 ⽉ 1
⽇時点) 

(B) 

(C) 中学等卒業者数⼥性は、中学卒業者⼥性+義務教育学校卒業者⼥性+特別⽀援学校中学部卒業者⼥性+中等教
育学校前期課程卒業者⼥性として算出した。同様に、中学等卒業者数男性=中学卒業者男性+義務教育学校卒
業者男性+特別⽀援学校中学部卒業者男性+中等教育学校前期課程卒業者男性としている。 

(D) 教頭⼥性は、⾼校教頭⼥性+中学校教頭⼥性+⼩学校教頭⼥性、副校⻑⼥性は⾼校副校⻑⼥性+中学校副校⻑
⼥性+⼩学校副校⻑⼥性とした。男性値も同様。 
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経済分野 
⼥性の経済的⾃⽴はジェンダー平等に不可⽋である。例えば、⼥性が経済的に⾃⽴すること

が難しいと、DV から抜け出せない、貧困に陥りやすいといった問題が⽣じてしまう。⼥性が望
んで専業主婦や⾮正規雇⽤を選ぶことを否定するものではないが、働きたいと思った時に男性
と同じ機会と処遇が確保されなければジェンダー平等とはいえないだろう。そこで経済分野で
は、就業率と賃⾦における男⼥格差を中⼼としてみていく。 

⽇本では、⼥性の⽅が男性よりも⾮正規雇⽤が多く、正規と⾮正規の賃⾦格差が極めて⼤き
いという特徴がある。そこで本試算値では、「労働参加率の男⼥⽐」は⼥性の⾮正規雇⽤率が極
めて⾼い⽇本の労働市場の特徴を鑑みて、フルタイムと⾮フルタイムに分けて算出することに
した。 

さらに、本試算値では企業の管理職割合だけではなく、起業や農業における男⼥⽐を⾒るた
めに⼥性社⻑割合と農協の⼥性割合を含めている。⼀⽅、世界経済フォーラムの経済指標では
「同⼀職務における男⼥賃⾦格差」「専⾨・技術職の男⼥⽐」が⼊っているが、本調査には含め
ていない。「同⼀職務における男⼥賃⾦格差」は世界経済フォーラム独⾃の専⾨家サーベイによ
る測定となっており、その⼿法への批判もさることながら、都道府県単位で取得することは不
可能である。従って、本試算値では含めていない。また、世界経済フォーラムの「専⾨・技術
職」はスキル⽔準が⾼く⾼収⼊の職業における男⼥⽐を測定する意図と思われるが、労働⼒調
査における「専⾨的・技術的職業従事者」には⾼賃⾦から低賃⾦の職種が含まれており、意図
とはそぐわない指標であると判断した。⾼賃⾦の職種に男性が多く、低賃⾦の職種に⼥性が多
い傾向を測定するには、当⾯は産業別の男性正規・男性⾮正規・⼥性正規・⼥性⾮正規および
産業別平均賃⾦を可視化することが有効であろう。専⾨・技術職に関わらず、⾼賃⾦職種・産
業における男⼥⽐を指標に含めることは検討課題である。 

都道府県版ジェンダー・ギャップ指数では、世界経済フォーラムの指数では含まれていない
ケア責任（家事・育児など）の男⼥⽐にも着⽬した。ケア責任と働くことが両⽴しにくいこと
が、⼥性が仕事を辞めたり⾮フルタイム職に就いたりする背景にある。ケア責任の男⼥間の平
等な負担はジェンダー平等に不可⽋である。ケア役割が⼥性に偏っていることを⽰すためには
時間の使い⽅の男⼥差を可視化する必要がある。実際⽇本は先進国の中でも家事時間の男⼥格
差が⼤きく、男性の育休取得率が低い国である。これを都道府県単位で測定することには意味
がある10。 
 
 
 
 
 
 
 

                                                       
10 アバンセの調査報告書では「⽣活」指標に育児休業取得率及び家事労働時間の男⼥⽐を組み
込んでいる。 



12 

 
図表 5 経済分野の項⽬の⼥性値と男性値 

 
項⽬ ⼥性値 男性値 出所 備考 
フルタイム就業
率 

フルタイム⼥性
計 / 労 働 者 計 ⼥
性 

フルタイム男性
計 /労 働 者 計 男
性 

厚⽣労働省「賃
⾦構造基本統計
調査」(2020 年
7 ⽉) 

 

フルタイム賃⾦ ⼥性フルタイム
賃⾦（全業種平
均） 

男性フルタイム
賃⾦ 
（全業種平均） 

厚⽣労働省「賃
⾦構造基本統計
調査」(2020 年
7 ⽉) 

 

フルタイム以外
賃⾦ 

⼥性フルタイム
以外賃⾦（全業
種平均） 

男性フルタイム
以外賃⾦（全業
種平均） 

厚⽣労働省「賃
⾦構造基本統計
調査」(2020 年
7 ⽉) 

 

社⻑ ⼥性社⻑の⼈数 男性社⻑の⼈数 東京商⼯リサー
チ「全国⼥性社
⻑調査」(2021
年 7 ⽉) 

 

農協の役員 役員計うち⼥性 役 員 計 総 数 - 役
員計うち⼥性 

JA 全中「JA 都
道府県⼥性役員
等調査」(2021
年 7 ⽉) 

 

会社役員管理職 会社役員管理職
⼥性合計 

会社役員管理職
男性合計 

総務省「国勢調
査」(2015 年 10
⽉) 

 

家事育児介護時
間追加予定 

妻家事育児介護
時間 

夫家事育児介護
時間 

総務省「社会⽣
活 基 本 調 査 」
(2016 年 10 ⽉) 

共 働 き 家 庭 の
家事・育児等に
使 ⽤ す る 時 間
の男⼥格差。男
性 値 ÷ ⼥ 性 値
で 計 算 し て い
る。 
 

 
 
 ４分野 28 指標の指数から４分野ごと、あるいは指標ごと、そして総合指標の都道府県ラン

キングを算出することができる。しかしながら、都道府県をランキングすることが⽬的ではな
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い。国内では⾼いランキングだからといっても世界⽔準と⽐べれば依然として⽇本の⽔準は低
い。都道府県ごとに４分野の指数を算出することの意味は、分野ごとのデコボコを⾒ていくこ
とにある。指数が低い項⽬について深掘りの分析をし、他の地域の好事例を参照にしながら、
地⽅から⽇本のジェンダー平等を底上げすることを⽬的としている。したがって、本稿ではラ
ンキングではなく偏差値を記載する。共同通信の公開サイトではランキングが公表されている
ので、関⼼のある読者はそちらを参照にされたい（なお、ランキングが⽬的ではないとの趣旨
に鑑み総合指数／ランキングは掲載していない）。また、本稿で紹介する 2022 年版は試算値と
して公開し、2023 年以降も改良を試みる予定である。 
 
 
３． 指数の算出⼿順 

 

 本指数は、世界経済フォーラムによるジェンダー・ギャップ指数の算出⽅法に基本的に従っ
ている。この計算⼿法は Hausman,  Tayson and Zahidi(2006) より適⽤されたものである。
Sharma, Chawla and Karam (2021)では指数開発の経緯がまとめられている。以下では、指数算出
のポイントである加重平均の概略を説明し、2022 年度の４分野の指標の指数算出時の加重平均
の効果を図⽰した後、この算出⼿法の注意すべき点を述べる。 

指数の算出では、28 の項⽬ごとに男⼥⽐を出し、それを加重平均して 4 分野の指数を算出す
る。具体的にはまず、各項⽬で⼥性と男性の⼈数差（もしくは進学率などの割合の差）を測るた
め、男性１⼈に対して⼥性が何⼈いるかを⽰す「⼥性の⼈数÷男性の⼈数」を計算する。⼀部の
都道府県では男性より⼥性が多く 1.02 など 1 以上の値をとることもあるが、その場合は世界経
済フォーラムの算出⽅法にしたがい、1 に置き換えている。⼀⽅、男性育休取得率など⼀部の項
⽬については、男性の割合÷⼥性の割合を算出している。 

 分野ごとの指数を出す際、単純な平均ではなく加重平均とするのは、項⽬ごとの指数へ与え
る影響度を均等化するためである。例えば、単純平均では、数値の散らばりの⼤きい（標準偏差
が⼤きい）項⽬が、指数に必要以上に⼤きな影響を及ぼし、他⽅で散らばりの⼩さな（標準偏差
が⼩さい）項⽬の影響は必要以上に⼩さくなる。これを補正するため、標準偏差の逆数を利⽤し
た加重平均で算出している。また、試算値では、標準偏差を算出する際は、都道府県の扱いを平
等とするため、世界経済フォーラムと異なり、⼈⼝⽐は⽤いていない。算出についてのより詳細
な説明は Appendix を参照のこと11。 

この加重平均を使⽤した場合、単純平均と⽐べて、項⽬ごとの指数への影響度がどの程度変化
したか⽰しているのが図表 6 と図表 7 である。加重平均で使⽤するウェイトを項⽬ごとの男⼥⽐
にかけた値と、単純平均で使⽤する「1/分野内の項⽬数」を項⽬ごとの男⼥⽐にかけた値を図に
⽰している。最初に箱ヒゲ図の⾒⽅を説明する。図は、中央の箱と上下に伸びる直線（以下、ヒ
ゲ）、ヒゲの上下をこえる点からなっている。まず、箱には中⼼と上限と下限に意味があり、中⼼

                                                       
11 共同通信が作成した、本指数算出に使⽤したデータセットと R のプログラムコードが公開さ
れている。( https://github.com/kyodo-official/gender-gap-index ) 
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の線が平均値、下限が第２四分位（25％点）、上限が第３四分位（75％点）12をあらわしている。
箱の縦の⻑さは、四分位範囲（以下、IQR:Inter Quantile Range)と呼ばれ、分散・標準偏差と同
じばらつきの指標の１つである。箱上下のヒゲの⻑さは最⼤で 1.5×IQR であり、ヒゲの外側の
値は外れ値として解釈できる。外れ値がない場合、上下のヒゲは、データの最⼤値と最⼩値を表
す。 

図より、単純平均の場合、図に⽰される箱の⻑さが項⽬ごとに異なっているが、加重平均をと
ると、この箱の⻑さが均等にちかくなることが⾒て取れる。加重平均を取ることで、分野別指数
に対する、項⽬ごとの影響度が均等化されることがわかる。例えば、⾏政分野の都道府県庁採⽤
と都道府県審議会委員は、右図の単純平均の場合、図の上部にあり箱の⻑さも⽐較的⻑いが、左
図では、箱の⻑さが短くなり、その平均の位置も下がったことが確認される。⾔い換えれば、右
図の単純平均の場合、数値が⼤きいことから、⾏政分野での影響度が⾼い状態であるが、ばらつ
きを調整した左図の場合、箱の⻑さが短くなったことから、単純平均よりも数値が⼩さくなり、
ほかの項⽬と同程度のばらつき具合となっている。各項⽬のウェイトの値は後述する。 

標準偏差を使⽤した加重平均を算出することについて、時系列⽐較をする際には、注意が必要
である。年度ごとに、項⽬から算出される標準偏差の値は異なるため、標準偏差から算出される
ウェイトも数値が変化する。単年度の 47 都道府県の⽐較をする場合は、このウェイトで問題が
ない。しかし、４分野の指標の指数を、過去の年度と⽐較したいとすると、この指数の変化が、
項⽬の変化を意味するのか、それとも、ウェイトの変化を意味するのか、判断が付かない。本来
は、項⽬ごとの変化に注⽬するべきであるので、この点は注意が必要である。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                       
12 25%点、75％点とは、データを⼩さい順に並び変えたときに、25％の位置にある値、75%の
位置にある値をさす。 
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図表 6 単純平均と⽐較した加重平均の政治・⾏政の指標への効果 

 
 

 
 
箱の中⼼の線が平均値、下限が第２四分位（25％点）、上限が第３四分位（75％点）をあらわしている。箱の縦
の⻑さを IQR(:Inter Quantile Range)とし、上下のヒゲの⻑さは最⼤で 1.5×IQR。外側の値は外れ値。 
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図表 7 単純平均と⽐較した加重平均の経済・教育の指標への効果 

 
箱の中⼼の線が平均値、下限が第２四分位（25％点）、上限が第３四分位（75％点）をあらわしている。箱の縦
の⻑さを IQR(:Inter Quantile Range)とし、上下のヒゲの⻑さは最⼤で 1.5×IQR。外側の値は外れ値。 
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3.1. 項⽬間の相関関係 
 

以下では、項⽬間の関係を、相関係数で測定している。図表 8 では、各項⽬の相関係数をま
とめている。4 つの分野すべての項⽬同⼠で相関係数を算出し、有意⽔準 1％で有意であったも
のをまとめた。有意とならなかった相関係数は、記載していない。Appendix では、すべての項
⽬同⼠の相関係数をまとめたので、参考にされたい。以下では、⽇本の特徴を表していると思
われる項⽬について、いくつかの解釈を⾏いたい。 

 
 

 

図表 8 有意⽔準 1％で有意となった相関係数 

 
小数点第 3位を四捨五入している。有意に推定されたセルにマイナスのものは赤、プラスは緑の色を付けている。 

 

 

 

 

 都道府県および市町村レベルの双⽅において、防災会議の⼥性割合と審議会の⼥性割合には
相関関係が認められる。散布図を図表 9 に⽰す。これは当然と思われるかもしれないが、防災
会議の構成員は警察、消防、医療などの充て職が⼤半を占め、それらにおける⼥性割合が少な
いため、⾃治体が⼥性割合を引き上げたいとの意思を持っていても容易ではない。本データが
⽰すことは、審議会の⼥性割合を引き上げることに積極的な⾃治体は、防災会議においても⼯
夫を凝らし、⼥性割合の増加に成功している傾向があるということである。 

市町村審議会は、社⻑、教育委員会管理職、中学⾼校校⻑、副校⻑・教頭、市区町村議会、
⼥性在籍議会と相関しており、これらの⽐率を上げることがどのような波及効果を及ぼすのか
の⽰唆を与える。 

 市町村管理職 0.42
都道府県第180条委員会 0.44
市町村防災会議 0.61
 都道府県防災会議 0.73
家事育児介護時間 0.38
フルタイム⽐率 0.40
 フルタイム以外賃⾦ -0.48
フルタイム賃⾦ 0.40 0.39
社⻑ 0.37
⼤学進学率 0.43 0.37
 教育委員管理職 0.40 0.41
中学⾼校校⻑ 0.39 0.63
副校⻑教頭 0.38 0.55 0.38 0.83 0.51
市区町村⻑ 0.43
市区町村議員 0.41 -0.38 0.70 0.45
⼥性在籍議会 0.45 0.38 0.38 0.60
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図表 9 防災会議と審議会の⼥性割合の相関 

  
 

 今回の分析からは、男性の家事育児時間は都道府県庁職員の男性育休取得率と相関している
ことが分かった。知事がリーダーシップを発揮し男性育休取得率を引き上げることは⺠間部⾨
の男性の家事育児参加を⾼めることにつながる可能性がある。あるいは、因果関係は逆であ
り、もともと男性が家事育児参加をしている地域では、都道府県庁の男性職員も育休が取得し
やすいのかもしれない。 

なお、フルタイムの賃⾦格差が⼩さいほど男性が育児休業を取得している。散布図を図
表 10 に⽰す。 

図表 10 育児休業取得率と家事育児介護時間・フルタイム賃⾦格差の相関 

 
 

社⻑と会社役員管理職には Appendix より 0.36（5％有意）の相関が確認できる。散布図を図表
11 に⽰す。沖縄と⾼知が外れ値となっている。 

図表 11 社⻑と会社役員管理職の散布図   
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⼤学進学率は会社役員管理職と相関関係があり、フルタイム⽐率ともある。⼤学進学率の男
⼥格差は地域ごとの差が⼤きいが、⼥性の進学率を向上させることが、フルタイムや会社役員
管理職の男⼥格差を縮⼩させるためにも必要であることを⽰している。なお、⼤学進学率とフ
ルタイム⽐率の散布図(図表 12)を⾒ると、進学率では男⼥格差が⼩さくてもフルタイム⽐率で
は男⼥格差が⼤きい県が⼤都市近郊を中⼼に存在することもわかる。この点については後述す
る。 

 
図表 12 ⼤学進学率と会社役員管理職・フルタイム⽐率の相関 

 
 
 

⼩学校校⻑は中学⾼校校⻑および副校⻑・教頭と相関し、中学⾼校校⻑と副校⻑・教頭も相
関している。散布図を図表 13 に⽰す。 

図表 13 ⼩学校校⻑・中学⾼校校⻑・副校⻑教頭の相関 

 

 
 

 市区町村⻑は都道府県議会と市区町村議会とそれぞれ相関が⾒出されたのも興味深い。地⽅
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議会の⼥性割合を⾼めることは、⼥性⾸⻑を増やす効果をもたらすことになることを⽰唆す
る。散布図を図表 14 に⽰す。市区町村議員と⽐べて⾸⻑が多い栃⽊のようなケースや、逆に少
ない東京や⼤阪のようなケースも⾒出される。 
図表 14 市区町村⻑・都道府県議会・市区町村議会の相関 

  

 
市区町村議員と都道府県議員は相関しているが、図表 14 を⾒ると東京都が突出していること

がわかる。都道府県議会における⼥性を増やすためにも、市区町村議会の⼥性割合を⾼める必
要がるといえそうだが、同じ地域特性が両⽅の⼥性割合に影響を与えている可能性もある。 

もっとも、国会議員は地⽅議会とは相関しておらず、都道府県議会における⼥性割合を⾼め
ても⼥性国会議員が増えるわけではない。男性の国会議員とは異なり、⼥性の国会議員の場合
は地⽅議員から転出するキャリアパスが確⽴しているわけではないことを⽰している。 

実際、散布図の図表 15 を⾒ると、県議会に⼥性が少ないにもかかわらず国会議員は多い⼭梨
や新潟、⼭形のようなケースや、逆に都府議会と⽐べると国会議員が少ない東京や京都のよう
なケースがあることが⾒て取れる。 

図表 15 衆参両院と都道府県議の相関 
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市町村議員と市町村審議会も相関しており、審議会に参加する⼥性を増やすことで市町村議

会議員のなり⼿が増えることを⽰唆する。あるいは、⼥性⾃治体議員が審議会の⼥性割合を引
き上げるよう要望する結果として相関関係が⽣じているのかもしれない。 

なお、市区町村議員とフルタイム⽐率には負の相関関係がある。この散布図は図表 16 に⽰
す。主婦出⾝の地⽅議員が多いことを意味しており、神奈川、埼⽟のような都市近郊において
は⾼学歴主婦も多く、また市区町村議員の⼥性割合が⾼いことを⽰している。 

 
図表 16 市区町村議員と市区町村議会・フルタイム⽐率の相関 

 
⼥性在籍議会、つまり⼥性ゼロ議会ではないことは、市町村審議会、⼩学校校⻑、市区町村

⻑と相関があることも興味深い。散布図を図表 17 に⽰す。市区町村議員と相関があるが、両⽅
とも議会についての指標のため、これは当然のことである。 

 

図表 17 ⼥性ゼロ議会と市町村審議会・⼩学校校⻑・市区町村⻑ 
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3.2. 算出された試算値の記述統計量 
(1) ４分野の試算値 

 
図表 18 では、４分野の指数の基本統計量を⽰している。表より、４分野すべての値が、0.4

以下となっており、平等を⽰す１とは離れていることがわかる。平均値が、最も⼩さいものが
政治であり、最も値が⼤きいものが教育である。教育の最⼤値は 0.5 以上であり、教育分野でジ
ェンダー平等が進んでいる県の存在が⽰唆される。分野別指数の相関係数は、最も⾼いのは、
教育と⾏政で有意な 0.4 程度の相関が確認されたが、そのほかの相関は有意ではなかった。 

図表 18 ４分野の記述統計量 

 
 

 (2) 政治分野の項⽬別試算値 
 
図表 19 では、政治分野の項⽬別記述統計量と散布図を掲載している。ここで、政治分野では、

6 項⽬を採⽤している。政治分野の指数に使⽤されたウェイトは、表内のウェイト欄に記載され
ている。平均値を確認すると、⼥性在籍議会数が 0.8 以上と⼤きな値を取っていることがわかる。
ただし、これは、⼥性が 1 ⼈でも存在するか、しないか、で議会を分類した結果であるため、⼥
性が 1 ⼈もいない議会が少ないということを表している。逆に⾔えば、この値が 1 ではないとい
うことから、⼥性議員が存在しない議会があるということを⽰す。他の項⽬の平均値は 0.2 以下
であり、⼤変低いことが確認できる。特徴的なのは、最⼩値が 0 という項⽬が存在していること
である。0 となったのは、衆参両院、市区町村⻑、都道府県知事在職年数の 3 項⽬であり、ジェ
ンダー・ギャップが解消されていない現実がはっきりと⽰された。ウェイトでは、⾼い項⽬は、
市区町村⻑、低い項⽬が衆参両院となった。市区町村⻑は、ほかの項⽬より明らかに数値が⾼い
ことから、都道府県でのばらつきが⼩さいことがわかる。 
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        図表 19 政治分野の項⽬別記述統計量 
 Obs 平均 標準偏差  最小値  最大値  ウェイト 

衆参両院 47 0.174  0.224 0.000 1.000 0.049 
都道府県議 47 0.123  0.074 0.029 0.477 0.150 
市区町村長 47 0.025  0.033 0.000 0.136 0.333 
市区町村議員 47 0.156  0.065 0.090 0.415 0.170 
女性在籍議会数 47 0.834  0.104 0.600 1.000 0.106 
都道府県知事在職年

数 
47 0.022  0.058 0.000 0.276 0.191 

 小数点第 4 位を四捨五入している。 
 

 
男性値と⼥性値の関係を図表 20 で確認できる。市区町村議員については、右上がりの関係が

みられることから、⼈⼝の多い（つまり議員定数の多い）都道府県ほど⼥性議員も増加する傾向
がわかる。⼀⽅、議員定数が多い都道府県ほど、散布のばらつきも⼤きい。たとえば都道府県議
では、東京に⽐べると、神奈川、埼⽟、⼤阪がグラフの右下に位置していることから、⼥性割合
が低い傾向にある。都道府県知事在職年数、市区⻑村⻑、衆参両院では、右上がりの関係⾃体が
確認できない。⼀⽅、市区町村⻑では、兵庫と栃⽊が突出している。衆参両院は、定数が少ない
こともあり、地域特性が⼤きく影響していることを⽰している。 
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図表 20 政治分野：項⽬別の⼥性値と男性値 
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(３) ⾏政分野の項⽬別試算値 

 

⾏政分野には 9 項⽬があり、記述統計量を図表 21 に、まとめている。平均値は育児休業取得
率が最も低く、0.104、次いで、市町村防災会議が 0.107 となっている。⼀⽅、都道府県審議会委
員、都道府県庁採⽤では 0.5 以上の値となっており、項⽬間で値の差異が⼤きいことが確認でき
た。最⼩値を確認すると、都道府県審議会委員、都道府県庁採⽤者は 0.3 以上と他の項⽬より⾼
い。加えて、最⼤値が、都道府県審議会委員は 1 となっており、ジェンダー・ギャップが解消さ
れている都道府県の存在が確認された。ウェイトを確認すると、市町村防災会議の 0.194 と都道
府県の管理職の男⼥⽐の 0.174 が⾼く、これら 2 つの項⽬の都道府県の差異が⼩さいことがわか
る。逆に、ウェイトが低いのは、都道府県第 180 条委員会と都道府県防災会議であり、都道府県
の差異が⼤きいことがわかる。相関係数の値や有意性については前述の図表を参考にされたい。 

 
 

図表 21 ⾏政分野の項⽬別記述統計量 
 Obs 平均  標準偏差  最⼩値  最⼤値  ウェイト 

育児休業取得率 47 0.104 0.050 0.039 0.291 0.147 
都道府県の管理職 47 0.125 0.043 0.066 0.270 0.174 
都道府県審議会委員 47 0.547 0.119 0.330 1.000 0.062 
市町村管理職 47 0.204 0.061 0.090 0.338 0.122 
市町村審議会 47 0.411 0.052 0.303 0.531 0.141 
都道府県第 180 条委員会 47 0.259 0.129 0.046 0.742 0.057 

市町村防災会議 47 0.107 0.038 0.039 0.228 0.194 
都道府県防災会議 47 0.204 0.168 0.049 0.929 0.044 
都道府県庁採⽤(⼤卒程度) 47 0.574 0.122 0.319 0.881 0.060 

 小数点第 4 位を四捨五入している。 

 
 

 次いで、男性値と⼥性値を図表 22 で確認する。ただし、男性軸と⼥性軸の単位が⼤きく異なる
ことに留意されたい。図表より、正の相関関係が⾒える項⽬と、右上がりの傾向が確認できない
項⽬とに⼤きく分けることができる。都道府県庁採⽤者、市町村管理職は、明確な正の相関が確
認できる。都道府県庁採⽤者と都道府県の管理職では、東京都の⼈数が突出している。⼀⽅、育児休
業取得率は右上がりの関係がみえない。男性の育児休業取得率にかかわらず、⼥性の育児休業取
得率は 1 に近い値をとっていることが確認された。 

次に、定数が決まっている都道府県第 180 条委員会、都道府県審議会委員、市町村審議会、市
町村防災会議、都道府県防災会議について図表 23 で男⼥⽐と定数の相関をみる。図より、線形の
関係は確認されなかった。都道府県第 180 条委員会では北海道の値が突出している。これら項⽬
は、⾸⻑のリーダーシップの影響を受けやすい項⽬である。 
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図表 22  ⾏政分野：項⽬別の⼥性値と男性値 
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図表 23  ⾏政分野：項⽬別の男⼥⽐と総⼈数の相関 

 

 

 
 
 
 



28 

(4) 教育分野の項⽬別試算値 
 
教育分野は、図表 24 に含まれる 6 項⽬が採⽤されている。まず、平均値を確認すると、⼤学

進学率、教育委員会が 0.8 と 0.7 という⾼い値となっている。また、この 2 つの最⼤値は 1 とな
っており、地域によってはジェンダー・ギャップがないことが確認される。ただし、最⼩値は、
⼤学進学率は 0.7 で⾼いが、教育委員会は 0.250 であり、地域によって違いが⼤きいことがわか
る。次に、教育委員会管理職、中学⾼校校⻑は、平均値が 0.188 と 0.090 という低い値になって
おり、特に、中学⾼校校⻑は、最⼤値も 0.181 という低い値である。⼩学校校⻑、副校⻑教頭は、
平均値は 0.3 程度であるが、この数字も決して⾼いわけではない。このことから、教育現場では、
ジェンダー・ギャップが強く残っていることが⽰唆されている。ウェイトは、⾼い項⽬が中学⾼
校校⻑、⼤学進学率、低い項⽬が教育委員会と⼩学校校⻑であった。中学⾼校校⻑と⼤学進学率
が都道府県の差異が⼩さいということ、逆に、教育委員会と⼩学校校⻑は差異が⼤きいことがわ
かる。 

 
        図表 24 教育分野の項⽬別記述統計量 

 Obs 平均 標準偏差 最小値  最大値  ウェイト 
大学進学率 47 0.895 0.056 0.750 1.000 0.243 
教育委員会 47 0.725 0.201 0.250 1.000 0.068 
教育委員管理職 47 0.188 0.110 0.000 0.426 0.123 
小学校校長 47 0.310 0.149 0.090 0.796 0.091 
中学高校校長 47 0.090 0.037 0.031 0.181 0.369 
副校長教頭 47 0.311 0.128 0.111 0.590 0.106 
 小数点第 4 位を四捨五入している。 
 

 

 

男性値と⼥性値の関係を確認する。図表 25 より、教育委員会を除く、すべての項⽬で、右上が
りの関係が確認された。ただし、⼤学進学率を除いて、ジェンダー・ギャップが⼤きく残ってい
ることが確認される。教育委員会は、定数が少ないことと、⼀定割合の⼥性登⽤が確保されてい
ることから、このような傾向がみられるものと思われる。 
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図表 25  教育分野：項⽬別の⼥性値と男性値 
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(5) 経済分野の項⽬別試算値 
 
図表 26 では、経済分野の 7 項⽬の記述統計量をまとめている。フルタイム以外賃⾦とフルタ

イム賃⾦では、平均値が 0.816 と 0.759 となっており⾼い値であることがわかる。ただし、フル
タイム⽐率の平均値が 0.646 であることから、フルタイムの仕事か、フルタイム以外の仕事かの
選択では、ジェンダー・ギャップが残っていることが確認できる。その原因の１つである家事育
児介護時間の平均値は 0.151 と⼤変に低いことがわかり、フルタイム⽐率の値よりも⼤幅に平均
値が低いことが確認された。次に、会社役員管理職、農協役員、社⻑は、0.1 前後と、こちらも⼤
変に低い。他の指標と⽐べると、平均的な賃⾦は、ジェンダー・ギャップが解消傾向にあるが、
家事育児時間や昇進については、ジェンダー・ギャップが強く残っているという傾向が確認され
た。ウェイトは、家事育児時間とフルタイム賃⾦が⾼く、フルタイム⽐率は低い。フルタイム⽐
率は都道府県による差異が⼤きいが、フルタイム賃⾦の男⼥⽐と家事育児時間の男⼥⽐は、都道
府県別の差異が⼩さいこととなる。 

 

図表 26 経済分野の項⽬別記述統計量 
 Obs 平均  標準偏差  最小値  最大値  ウェイト 

農協役員 47 0.108 0.036 0.018 0.194 0.121 
会社役員管理職 47 0.185 0.030 0.133 0.255 0.147 
家事育児介護時間 47 0.151 0.018 0.114 0.190 0.239 
フルタイム比率 47 0.646 0.057 0.539 0.780 0.078 
フルタイム以外賃金 47 0.816 0.080 0.559 1.000 0.055 
フルタイム賃金 47 0.759 0.021 0.707 0.793 0.212 
社長 47 0.149 0.030 0.101 0.257 0.148 

 小数点第 4 位を四捨五入している。 
 

 
経済分野の⼥性値と男性値の散布図を図表 27 と図表 28 で確認すると、家事育児介護時間以

外では、線形の関係がみてとれた。家事育児介護時間については、男性値と⼥性値の軸の値が
⼤きく異なることからも、⼥性の家事育児介護時間が男性より多いこと、男性の家事育児時間
との相関がないことがわかる。フルタイム賃⾦の男性値と⼥性値の関係は、最も直線関係に近
いので、ジェンダー・ギャップの程度に地域差が少ないことが確認できる。他⽅で、賃⾦⽔準
の地域格差は⼤きい。フルタイム以外賃⾦は、直線関係が弱く、⼤分のように⼀部地域で、男
性のフルタイム以外賃⾦⽔準が⾼いにもかかわらず、⼥性のフルタイム以外賃⾦⽔準が低いこ
ともあれば、沖縄・秋⽥のように⼥性のフルタイム以外賃⾦⽔準が男性を上回る地域もある。
会社役員管理職、農協、社⻑については、⼀部の地域のデータが突出していることが確認でき
た。 
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図表 27  経済分野：項⽬別の⼥性値と男性値１ 
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図表 28  経済分野：項⽬別の⼥性値と男性値２ 
 

 

 
 
 
 
 

４． 都道府県版ジェンダー・ギャップ指数の算出結果と分析 
 

 それでは、2022 年度の都道府県版ジェンダー・ギャップ指数の都道府県の動向を⾒ていこう。
詳細は図表 29 に掲載をした通りであるが、主たるポイントを述べていきたい。 
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図表 29 4 分野の指数と偏差値 
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 ４分野のそれぞれの指数の全国平均は政治は 0.233、⾏政は 0.155、教育は 0.348、経済は
0.355 であった。どの分野も完全な平等を⽰す１からはほど遠い状況であることがわかる。なか
でも政治が低い。⾏政も⾼いとは⾔えず、⾏政から社会を変えていく機運がまだ弱いことが窺
える。 
 都道府県ごとの特⾊を概観すると、すべてにおいて最⾼位あるいは最下位となった都道府県
はなく、それぞれ都道府県が分野によって強みや弱みが異なることが明瞭となった。相対的に
低⽔準傾向を⽰したのが北海道、⼭梨、宮崎、⿅児島であるが、北海道の場合は政治（偏差値
57、⼩数点以下切り捨て、以下同様）、宮崎は経済（偏差値 70）は良好であった。他⽅、東京都
は全ての分野で⾼⽔準ではあるが、そのなかでは⾏政は⾒劣りがする（偏差値 56）。このような
分野間の差を地域ごとで把握し、改善策のヒントを探ることに意義があるといえよう13。 
 
政治 
 各分野の上位５県と下位５県を取り上げ、それぞれ要因を探ることにしよう。まず「政治」
の上位は東京（偏差値 85）、神奈川（68）、新潟(66)、千葉（64）、京都(64)、下位は島根
（38）、⿅児島(38)、⻘森(38)、⼤分(38)、⽯川(38)である。順位では⾒えてこないが、偏差値
で⽐べると東京が突出していることが歴然としており、また下位５県にはほとんど差がないこ
ともわかる。ちなみに佐賀も 38 である。東京が他県を⼤きく引き離している理由は⼥性知事が
誕⽣し（これまで７例しかない）、都議会の⼥性割合が３割を超えるからである。次に⼥性割合
が⾼いのが京都府議会だが、それでも２割である。東京都は市区町村議会の⼥性割合でも
29.3%となっている。さらに神奈川、千葉も政治では良好であり、埼⽟も偏差値 60 と悪いわけ
ではない。⾸都圏において⼥性の政治進出が進む条件が整っていることが窺える。 
 
⾏政 
 「⾏政」の上位は⿃取（92）、徳島（70）、滋賀(62)、島根(60)、岐⾩（60）、下位は北海道
(33)、⿅児島(37)、⼭梨(38)、熊本(38)、秋⽥(40)である。⾏政もまた政治と同様に上位県の振
れ幅が⼤きい。⿃取の偏差値 92 というのはいかに特異であるかがわかる。⿃取は県レベルと市
町村レベルの双⽅において管理職や審議会、防災委員会において⼥性割合が⾼い。⽚⼭善博知
事と平井伸治知事が積極的に⼥性登⽤を進めてきたことが⿃取の特⾊であるが、それだけでは
なく市町村レベルにおいても同様の傾向があることがわかる。徳島の場合は県の⼥性登⽤は積
極的であるが、市町村レベルの審議会・防災会議の⼥性割合が⾼くない。ここに課題があると
いえる。滋賀の場合は市町村の管理職や審議会はトップレベルだが、市町村の防災会議や県の
管理職、男性育児休業に課題がある。 
 最下位となった北海道は⼥性知事が在職していたこともあり、政治分野では偏差値 57 と悪く
ないが、そのことが⾏政分野のジェンダー・ギャップ解消に繋がっていないことが⽰された。 
 

                                                       
13 都道府県ごとの特⾊については、共同通信の公開サイトに簡単なコメントが掲載されている
ので、それを参照されたい（https://digital.kyodonews.jp/gender2022/paid.html）。 
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教育 
 「教育」の上位は広島（74）、神奈川（72）、⽯川(67)、⾼知(65)、岡⼭(61)、下位は北海道
(33)、宮崎(34)、福島(34)、⼭梨(35)、⿅児島(36)である。政治や⾏政と⽐べると最上位県が⼤
きく突出しているわけではない。下位の県がお団⼦状態で並んでいるという傾向も政治や⾏政
と同様である。都道府県版ジェンダー・ギャップ指数では進学率だけではなく⼥性校⻑や管理
職の割合を含めているため、上位となった５県はそれらの指標において格差が⼩さい傾向にあ
る。より詳しく⾔えば、加重平均をとっているため中学⾼校校⻑のウェイトが相対的に⾼くな
っており、この数値と進学率の２つにおいて格差の⼩さい県が上位にくる傾向にある。 

進学率だけを⾒ると上位県は徳島と沖縄が同列１位、東京、⾼知、熊本と続く。これは男⼥
差であるが、⼥⼦進学率だけをみれば上位は東京（74%）、京都（66%）、兵庫（56%）、奈良
（55%）で、下位は⿅児島（34%）、⼤分（35%）、⼭⼝（37%）、岩⼿（37%）、⼭形（37%）、
宮崎（37%）である。東京が突出しているのは、近県在住の⽣徒が東京の⾼校に進学している
からだと思われ、その結果⾸都圏の他県の進学率が低くなり、神奈川で 52%である。近畿圏で
は県を越境しての進学が⾸都圏よりも少ないことが窺える。したがって東京の⾼い数値は少し
差し引いて考える必要があるが、それでも６割近い可能性があり、下位の県では 34~37%であ
るとの乖離が激しい。福岡においても 46%、宮城で 44%であり、九州や東北において公⽴の⼤
学が少ないことが進学率の低さにつながっているものと思われる。 

ジェンダー・ギャップに話を戻すと、⼥性校⻑と進学率との間に相関関係は⾒られなかった
が、これはそれぞれの男⼥格差の相関である。男⼦進学率が低いと男⼥進学率の格差は縮⼩す
る傾向にある。そこで、⼥⼦進学率だけをとって⼥性校⻑との相関を⾒たのが図表 30 である。
⼩学校校⻑と中学⾼校校⻑との間に緩やかな相関が認められる。もっとも、東京や京都のよう
な⼥⼦進学率の上位県では⼥性校⻑が多くないことが分かる。 

 
図表 30 ⼥性進学率と⼥性校⻑の割合の相関 

 

 
⼥性⼤学進学率と⼩学校校⻑の相関係数=0.3657(５％有意)。⼥性⼤学進学率と中学⾼校校⻑の相関係数=0.3795(1%有意) 
 

 
経済 

最後に「経済」であるが、上位は沖縄（75）、東京(69)、岩⼿(68)、⾼知(67)、秋⽥(63)、下
位は北海道(31)、三重(34)、静岡(34)、茨城(34)、福井(36)である。最上位県が突出しているの
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は他の分野と同様であり、他⽅の下位県についてはお団⼦状態ではあるが北海道がやや下振れ
している。下位県では製造業や農業の⽐重が⾼く、⼥性の管理職や社⻑が少なく、男性稼ぎ主
モデルが⽐較的維持されていることが窺える。 

上位の沖縄と東京では男⼥格差という意味ではともに良好な傾向を⽰すが、その内実は相当
異なることに留意が必要である。沖縄の場合は男性の良好な就業機会が限られており、結果的
に男⼥差が⼩さくなっているが、東京の場合は男⼥ともに良好な就業機会がある。上記の散布
図（図表 27）においても東京だけが外れ値となって右上に位置していることが⼀⽬瞭然であ
る。沖縄は⼥性社⻑が多く、管理職に就く可能性以上に社⻑となる可能性が⾼いことも、図表
11 の散布図から窺えた。男⼥格差とともに地域格差に⽬を向けて、対策を講じる必要があるだ
ろう。 

フルタイム⽐率に関しては、散布図（図表 27）で分かるように、右上に東北各県が位置し、
左下に⼤都市近郊を抱える県（神奈川、埼⽟、千葉、京都、兵庫、奈良）が並ぶ。東北では男
⼥が共にフルタイムの共働きの例が多いが、⼤都市近郊は⼥性が専業主婦あるいはパートの場
合が多いことを⽰している。同様の傾向は、⼤学進学率とフルタイム⽐率の散布図（図表 12）
でも⾒られた。すなわち、⼤都市近郊では⼥性の進学率が⾼く、また進学率の男⼥格差も⼩さ
いが、フルタイム⽐率では男⼥格差が⼤きい。⼥性が⼤学に進学する傾向が⾼いにも関わらず
フルタイムで働く傾向が低い地域だといえる。夫の収⼊が⽐較的⾼く、かつ東京などへの通勤
時間を考えるとフルタイムを選択しない傾向にあるのかもしれない。逆に、妻がフルタイムで
の勤務を希望する世帯は東京を居住地に選んでいるということでもあるだろう。⼤都市近郊は
⾼学歴で⽐較的時間に余裕のある⼥性が多い地域ともいえる。このことは、地⽅議会における
⼥性の進出を可能にしているものでもある。 

経済の項⽬の中ではフルタイムの男⼥賃⾦格差のウェイトが相対的に⾼い。今後は⼤企業の
男⼥賃⾦格差の開⽰が進むことにより、東京におけるフルタイムの男⼥賃⾦格差は⼀層縮⼩す
る可能性がある。フルタイムと⾮フルタイムの賃⾦格差が⼤きく、⼥性労働者の過半数が⾮フ
ルタイム雇⽤に従事している現実をどのように指標化するかが今後の課題といえよう。 

都道府県版ジェンダー・ギャプ指数では育児家事時間の男⼥差も指標化し、経済指標の中で
はこの項⽬が最も⾼いウェイトとなった。興味深いことに男性の育児家事には地域特性があ
り、⼀般的に東北は男⼥差が⼩さく、三重、福岡、静岡がワースト３であった。九州は福岡、
⻑崎、熊本は格差が⼤きいが、宮崎は⼩さい。九州男児と⼀括りにはできず、より詳細に要因
を探る必要があるだろう。もっとも育児家事時間は散布図で⾒ると他の指標と⽐べて最も散ら
ばりが⼤きいことがわかる。そもそもの男⼥差が極めて⼤きく、都道府県単位での違いはどん
ぐりの背⽐べにしか過ぎないことも留意が必要である。 
 

 

おわりに 
「地域からジェンダー平等研究会」では、「政治」「⾏政」「教育」「経済」の 4 分野の 28 項⽬

のオープンデータを使⽤して、都道府県版ジェンダー・ギャップ指数の試算値を算出した。本
指数は、世界経済フォーラムが公表するジェンダー・ギャップ指数の算出⽅法に基本的に従っ
ている。試算値からは「政治」「⾏政」における指数の値の低さが確認され、また都道府県間の
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格差も可視化された。「教育」「経済」におけるジェンダー・ギャップの地域差は、⼥性がどこ
で⽣まれ暮らしているかによって、教育機会や経済機会に⼤きな地域格差があることを浮き彫
りにした。ジェンダー・ギャップを切り⼝に、地域格差をどのように是正するかの議論を深め
る必要があるだろう。 

本稿では各指標の相関関係についても詳細に検討を⾏った。相関関係にある項⽬について、
因果関係がどちらの⽅向にあるのかを確定はできないものの、今後どこに⼒を⼊れた施策がど
のような波及効果を⽣むのかについて、⼀定程度の期待を持つことができる根拠を⽰したとい
えよう。 

本稿での数値は試算値と位置付けている。今後、都道府県版ジェンダー・ギャップ指数の分
野、および、分野に含まれる項⽬について、再検討を⾏う予定である。それに伴い、算出⼿法
について、本稿の⼿法を基本とし、さらなる改良を⾏う予定である。 
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Appendix 補足資料 

 
 以下では、本⽂では記載していない、詳細事項についてまとめている。まず、分野別指数の
算出⼿順を、数式に従って解説している。最後に、都道府県版ジェンダー・ギャップ指数の都
道府県別項⽬値と偏差値、男性値、⼥性値、項⽬間の相関係数数の数値⼀覧を記載している。 
 

A.１  指数算出詳細 

 
計算手順は大きく 2 段階となり、1 段階目に２８項目の男女比を算出し、2 段階目に 4 分野ご

との加重平均を算出する。以下では、計算手順の詳細を示す。 

1 段階⽬は、項⽬ごとの男⼥⽐を算出する。男性値と⼥性値を𝑊𝑜𝑚௜,   𝑀𝑒𝑛௜, ሺ𝑖 ൌ 1, ⋯ ,47ሻとす
る。ここで𝑖は都道府県を表す。まず、⽐率をとり 

𝑅௜ ൌ
ௐ௢௠೔

ெ௘௡೔
 ሺ𝑖 ൌ 1, ⋯ ,47ሻ、 

項⽬によっては𝑅௜ ൌ
ெ௘௡೔

ௐ௢௠೔
とする。この⽐率が 1 である場合、平等である。逆に 1 から離れるほ

ど、不平等となる。項⽬によっては、⼀部の都道府県で 1 以上の値をとるものがある。この 1 以
上の値は、1 という平等状態よりも良い状態を表すとはいえないため 1 以上の値を 1 に変換する。 

𝑅෨௜ ൌ 𝑚𝑖𝑛ሺ1, 𝑅௜ሻሺ𝑖 ൌ 1, ⋯ ,47ሻ 
この変換した男⼥⽐𝑅෨௜を項⽬ごとの男⼥⽐とする。 

2 段階⽬の加重平均で標準偏差を使⽤するため、平均, 分散、標準偏差を、 

𝑅ത ൌ
ଵ

ସ଻
෌ 𝑅෨௜

ସ଻

௜ୀଵ
、𝑠ଶ ൌ

ଵ

ସ଺
෍ ൫𝑅෨௜ െ 𝑅ത൯

ଶସ଻

௜ୀଵ
、𝑠 ൌ √𝑠ଶ 

とする。この平均, 分散、標準偏差の算出で世界経済フォーラムでは人口比によるウェイトを使

用しているが、本指数では、都道府県の扱いを平等とするため、人口比は用いなかった。 

2 段階⽬は、4 分野ごとに男女比の加重平均を算出する。例として、行政分野の９項⽬の男女

比を用いた加重平均を説明する。男女比𝑅෨௜と標準偏差𝑠に項⽬を表す𝑗 (𝑗=1,⋯,9)を追加し、𝑅෨௝௜,  𝑠௝ 
ሺ𝑗 ൌ 1, ⋯ ,9,  𝑖 ൌ 1, ⋯ ,47ሻとする。ウェイトは、標準偏差の逆数から次の値 

𝑤௝ ൌ ൬
ଵ

௦ೕ
൰ ቆ෍

ଵ

௦ೕ

ଽ

௝ୀଵ
ቇ൘   𝑗 ൌ 1, ⋯ ,9 

を使⽤する。ウェイト𝑤௝は、項⽬ごとに１つの値が求まり、9 項⽬であれば、9 つのウェイトが算
出される。⾏政分野の指数は、9 項⽬の加重平均として以下の式で算出した。 

𝐼௜ ൌ 𝑤ଵ𝑅෨ଵ௜ ൅ 𝑤ଶ𝑅෨ଶ௜ ൅ ⋯ ൅ 𝑤ଽ𝑅෨ଽ௜  ሺ𝑖 ൌ 1, ⋯ ,47ሻ 
 
 
A.2  算出値詳細 

 
以下では、指数算出の際に算出された値を表としてまとめている。本⽂内で記載している表

は、以下には含まれていないので注意が必要である。(表は次ページ以降) 
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図表 31 政治分野の項⽬別数値と偏差値１ 
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図表 32 政治分野の項⽬別数値と偏差値 2 
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図表 33 ⾏政分野の項⽬別数値と偏差値 1 
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図表 34 ⾏政分野の項⽬別数値と偏差値 2 
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図表 35 ⾏政分野の項⽬別数値と偏差値 3 
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図表 36 教育分野の項⽬別数値と偏差値 1 
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図表 37 教育分野の項⽬別数値と偏差値 2 

 
 



46 

 
図表 38 経済分野の項⽬別数値と偏差値 1 
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図表 39 経済分野の項⽬別数値と偏差値 2 
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図表 40 政治分野項⽬の⼥性値と男性値 1 
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図表 41 政治分野項⽬の⼥性値と男性値 2 
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図表 42  ⾏政分野項⽬の⼥性値と男性値 1 
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図表 43  ⾏政分野項⽬の⼥性値と男性値 2 
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図表 44  ⾏政分野項⽬の⼥性値と男性値 3 
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図表 45  教育分野項⽬の⼥性値と男性値 1 
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図表 46  教育分野項⽬の⼥性値と男性値 2 
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             図表 47  経済分野項⽬の⼥性値と男性値 1 
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図表 48  経済分野項⽬の⼥性値と男性値 2 
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図表 49 相関係数（⾏政分野） 

 
小数点第 3位を四捨五入している。有意に推定されたセルにマイナスのものは赤、プラスは緑の色を付けている。有意水準 10％で有意な

値を斜線で、5％で有意な値を薄い色（赤文字・緑文字）で、１%で有意な値は濃い色(黒文字)を使用している。 

 

 

 

 

図表 50 相関係数（⾏政分野×経済分野） 

 
小数点第 3位を四捨五入している。有意に推定されたセルにマイナスのものは赤、プラスは緑の色を付けている。有意水準 10％で有意な

値を斜線で、5％で有意な値を薄い色（赤文字・緑文字）で、１%で有意な値は濃い色(黒文字)を使用している。 
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図表 51 相関係数（⾏政分野×教育分野） 

 
小数点第 3位を四捨五入している。有意に推定されたセルにマイナスのものは赤、プラスは緑の色を付けている。有意水準 10％で有意な

値を斜線で、5％で有意な値を薄い色（赤文字・緑文字）で、１%で有意な値は濃い色(黒文字)を使用している。 

 
 
 
 

図表 52 相関係数（⾏政分野×政治分野） 

 
小数点第 3位を四捨五入している。有意に推定されたセルにマイナスのものは赤、プラスは緑の色を付けている。有意水準 10％で有意な

値を斜線で、5％で有意な値を薄い色（赤文字・緑文字）で、１%で有意な値は濃い色(黒文字)を使用している。 
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図表 53 相関係数（経済分野） 

 
小数点第 3位を四捨五入している。有意に推定されたセルにマイナスのものは赤、プラスは緑の色を付けている。有意水準 10％で有意な

値を斜線で、5％で有意な値を薄い色（赤文字・緑文字）で、１%で有意な値は濃い色(黒文字)を使用している。 

 

 

図表 54 相関係数（経済分野×教育分野） 

 
小数点第 3位を四捨五入している。有意に推定されたセルにマイナスのものは赤、プラスは緑の色を付けている。有意水準 10％で有意な

値を斜線で、5％で有意な値を薄い色（赤文字・緑文字）で、１%で有意な値は濃い色(黒文字)を使用している。 
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図表 55 相関係数（経済分野×政治分野） 

 
小数点第 3位を四捨五入している。有意に推定されたセルにマイナスのものは赤、プラスは緑の色を付けている。有意水準 10％で有意な

値を斜線で、5％で有意な値を薄い色（赤文字・緑文字）で、１%で有意な値は濃い色(黒文字)を使用している。 

 

 

 

 

 

図表 56 相関係数（教育分野） 

 
小数点第 3位を四捨五入している。有意に推定されたセルにマイナスのものは赤、プラスは緑の色を付けている。有意水準 10％で有意な

値を斜線で、5％で有意な値を薄い色（赤文字・緑文字）で、１%で有意な値は濃い色(黒文字)を使用している。 
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都道府県知事在職年数 -0.16 -0.04 -0.09 0.03 0.04 -0.12 0.03
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図表 57 相関係数（教育分野×政治分野） 

 
小数点第 3位を四捨五入している。有意に推定されたセルにマイナスのものは赤、プラスは緑の色を付けている。有意水準 10％で有意な

値を斜線で、5％で有意な値を薄い色（赤文字・緑文字）で、１%で有意な値は濃い色(黒文字)を使用している。 

 

 

 

 

図表 58 相関係数（政治分野） 

 
小数点第 3位を四捨五入している。有意に推定されたセルにマイナスのものは赤、プラスは緑の色を付けている。有意水準 10％で有意な

値を斜線で、5％で有意な値を薄い色で、１%で有意な値は濃い色を使用している 
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